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○寒河江市農地台帳点検等実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、寒河江市農業委員会（以下「委員会」という。）が整備する

農地台帳の適時・適切な情報の更新を図るため、農地法（昭和２７年法律第２２

９号）、農地法施行令（昭和２７年政令第４４５号）及び農地法施行規則（昭和

２７年農林省令第７９号）に定めるもののほか、その記録内容の点検及び補正

（以下「点検等」という。）及び記載内容の公表等（以下「公表等」という。）

に関する事項を定め、委員会の法令業務の適正かつ円滑な処理及び本市の農業振

興に資することを目的とする。 

（点検等の対象となる事項） 

第２条 農地台帳の点検等は、「農地台帳の整備項目および台帳システムの改修に

ついて」（平成２６年７月２日付け２６会議所発３４６号全国農業会議所会長通

知）１の⑴及び⑵に示された記録事項について、委員会の区域内において該当す

る全ての農地を対象に実施するものとする。 

（定期的な点検等の実施等） 

第３条 委員会は、毎年、１２月から１月までの間に農地台帳の点検等を実施する

ものとする。ただし、他の期間の点検を妨げない。 

２ 前項の点検等は、農地法施行規則第１０２条に定める措置のほかに、全農家を

対象として農地台帳の筆別情報及び世帯情報を記した調査票の配付及び回収を行

うこと等で実施する。 

３ 農地台帳の記録事項のうち、前項の点検等によって情報を把握することができ

ないものについては、別途、調査を実施することができる。 

４ 農地台帳の記録のうち、農地法第３０条に基づく農地の利用状況調査、農地法

第３２・３３条に基づく利用意向調査、遊休農地の措置の状況については、農地

の利用状況調査及び利用意向調査の実施後に把握した情報に基づき整理するもの

とする。 

（随時補正の実施） 

第４条 第３条による点検等のほか、委員会の日常的な事務処理や農業委員の活動

等を通じ、農地台帳の記録内容を補正する必要がある場合には、その都度、速や

かにこれを反映するものとする。 

（点検等の実施管理） 

第５条 農地台帳の点検等の適正な実施を確保するため、その実施状況を委員会事

務局長が管理する。 

（記載内容の公表等） 

第６条 農地台帳及び農地に関する地図の公表は、農地法第５２条の３に基づき、

インターネットによる公表または委員会による窓口公表等により実施する。 

 



 

49 

（インターネットによる公表） 

第７条 農地台帳及び農地に関する地図におけるインターネットでの公表は、農地

情報公開システムにおいて実施する。委員会は、全国農業会議所により定められ

た時期において、農地台帳のインターネットで公表する記録内容を指定のデータ

形式等で全国農業会議所に提供する。 

（窓口での公表等） 

第８条 農地台帳及び農地に関する地図の窓口での公表等は、これらの情報の閲

覧・提供を希望する者（以下「請求者」という。）からの請求に基づき、農地台

帳に記録されている事項の一部を記載した書面である「閲覧用農地台帳」の閲覧

又は「農地台帳記録事項要約書」の交付により実施する。 

（農地台帳記録事項要約書の交付及び農地台帳の閲覧の請求情報等） 

第９条 請求者は、農地台帳及び農地に関する地図の情報の閲覧・提供を請求する

ときは、次に掲げる事項を内容とする情報（以下「請求情報」という。）を提供

しなければならない。 

⑴ 請求人の氏名または名称、住所 

⑵ 請求する農地の所在・地番 

⑶ 請求人の連絡先 

⑷ 農地台帳情報の使用目的 

⑸ 交付の請求をする場合にあっては、請求に係る書面の通数 

（請求の方法等） 

第１０条 請求者は、請求情報を記載した書面（以下「請求書」という）を委員会

に提出する方法により請求を行う。 

（閲覧の方法） 

第１１条 農地台帳の閲覧は、委員会職員の面前でさせるものとする。 

 （費用負担） 

第１２条 閲覧用農地台帳の閲覧及び農地台帳記録事項要約書の交付にかかる費用

は無料とする。 

（農地中間管理機構への農地台帳記録事項の提供） 

第１３条 農地法施行規則第１０３条第１項に基づき、農地中間管理機構（以下

「機構」という。）に対して、その求めに応じて、農地台帳に記録された事項を

提供するものとする。 

２ 前項の規定により農地台帳に記録された事項を提供する場合には、当該事項の

漏えい、滅失または毀損の防止その他の当該事項の適切な管理のために、必要に

応じて別に市長が定める条件を付することができる。 

３ 機構への情報提供の方法等については、機構と協議して定めることとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 


